A Study of the Transition on the "Other Comprehensive Income" in the Toyota\u27s Consolidated Financial Statement adopted USA Accounting Standard for the 14 Years by 末政 芳信 & Suemasa Yoshinobu
トヨタの米国会計基準による『その他の包括利益』
に関する14年間の変動推移について
著者 末政 芳信
雑誌名 關西大學商學論集
巻 57
号 2
ページ 61-89
発行年 2012-09-25
その他のタイトル A Study of the Transition on the "Other
Comprehensive Income" in the Toyota's
Consolidated Financial Statement adopted USA
Accounting Standard for the 14 Years
URL http://hdl.handle.net/10112/7167
61関西大学商学論集　第57巻第２号（2012年９月）
「トヨタの米国会計基準による『その他の包括利益』
に関する14年間の変動推移について」
末 政 芳 信
はじめに
　トヨタ自動車株式会社は，1999年（平成11年）のニューヨーク証券取引所への株式上場のた
めに，米国会計基準（SEC基準）による連結財務諸表の作成・開示を行っている。その場合，
連結財務諸表は２年分の比較開示要求を満すことが，要件とされていたので，その前年度分の
平成10年３月期分も，米国会計基準に準拠した連結財務諸表が作成・開示されている。
　従って，本稿の主題としたい包括利益，特に，その他の包括利益に関連する連結財務諸表の
開示も，その1998年（平成10年）３月期分より米国会計基準に従ったものが，トヨタ（以下，
略称）にとっても，それが初めてその開示となっている。
　本稿では，そのトヨタの米国会計基準に最初に準拠した開示となった平成10年３月期より，
最近の平成23年３月期までの14年間に亘る包括利益，特に，その他の包括利益・損失に焦点を
あてて，それらの開示状況の経過を調べることを主目的している。
　この平成10年３月期から平成23年３月期までの14年間は，世界経済事情も大きく変化変動し
ている。トヨタも，この14年間，その経済環境，企業活動も大きく変化変動している。トヨタ
の事業活動も，この間，大きく拡大成長発展し，その業績も大きく伸長している。これらの環
境条件のもとで，トヨタの包括利益関連数値も各年度によって相当大きな変化変動がみられる。
本稿では，この点に注目して，次章以下で，種々の角度からそれを調べることにしたい。特に，
この14年間を，最初の６年間，次ぎの５年間，さらに最近の３年間，の３つ区切りに意識的に
区分整理して，それぞれの期間的な特色を探ることが，できればと願っている。
１．トヨタの最近14年の包括利益・損失を中心とした連結財務諸表数値の関連について
　トヨタでは，1999年（平成11年）３月期のニューヨーク証券取引所上場に伴って，平成10年
３月期より，米国会計基準（SEC基準）によって，包括利益・損失，特に，その他の包括損益
の開示が行われるようになった。
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　上で述べたように，その他の包括利益・損失の開示の期間を，14年間について３つに区切り
区分して，それぞれの期間での特徴を，各節で見出したい。
　まず，開示が始まった平成10年３月期よりの６年間を，次の節で述べることにする。
(１) 　平成10年３月期より平成15年３月期までの６年間の包括利益・損失を中心にしてみた
連結財務諸表関連の数値の概要
　この６年間における連結財務数値について，
　連結貸借対照表，連結損益計算書，特に連結資本持分計算書などを中心にして，各年度にお
けるそれらの概要がわかり易いような財務数値を要約・整理してみると，次の図表１の数値表
が作成できる。
図表１　トヨタの平成10年３月期より７年間の連結財務数値の概要
項　目
平成10年
3月期
平成11年
3月期
平成12年
3月期
平成13年
3月期
平成14年
3月期
平成15年
3月期
平成16年
3月期
 売上高 116,861 127,581 126,498 131,371 141,903 155,015 172,948
 当期純利益 4,369 4,516 4,819 6,749 5,566 7,509 11,621
 その他の包括利益 △ 594 △ 1,386 △ 912 △ 1,572 152 △ 3,370 3,908
 包括利益 3,775 3,130 3,907 5,177 5,718 4,139 15,619
 少数株主持分損益 △ 4 △ 174 △ 77 △ 121 △ 108 △ 115 △ 427
 資産合計 148,205 158,791 164,410 170,198 193,057 201,530 220,402
 負債合計
（少数株主持分を除く）
81,840 90,422 93,387 97,573 117,500 127,165 134,154
 少数株主持分 916 1,816 1,902 1,851 2,916 3,155 4,462
 株主資本合計 65,449 66,553 69,121 70,774 72,641 71,210 81,786
 その他の包括損益累計額 1,045 △ 341 △ 1,253 △ 2,825 △ 2,673 △ 6,043 △ 2,046
〔参考〕期末為替レート１ドル
　　　 円換算T.T.M.
円
133.36
円
120.55
円
106.15
円
121.37
円
131.13
円
118.47
円
104.69
　なお，次の節とのつながりを見易くするために，図表１では，次節の平成16年３月期分の数
値をも追加している。これは，平成15年３月期までの数値と平成16年３月期の数値では，相当
の開きの大きさがみられるからである。さらに，図表１の末尾には，連結財務諸表の数値と直
接関係がない数値であるが，外国為替相場変動の推移を理解し易いように，基軸通貨といわれ
る米ドルの１ドル当りの期末為替レート（T.T.M.）をも参考のために，筆者が加えている。い
うまでもなく，この為替レートは連結財務諸表作成の数値と直接関連をもたないものである。
　この６年間のこれらのトヨタの連結財務数値による概括的な全体像を把握・理解することが
できるようにと考えたものである。できうれば，一つのグラフによってすべてを一覧的にみる
ことが望ましいが，ここでは，包括利益関連に焦点をあてたいので，次の四項目に限定して整
理し，それらの各期別の年度経過のわかるグラフを作成することにしたい。まず上の図表１の
数値を抜出して，
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（単位：億円）
10/３期 11/３期 12/３期 13/３期 14/３期 15/３期 ６年間
合計義
義６年間
の平均義
義
①当期純利益 4,369 4,516 4,819 6,749 5,566 7,509 (33,528) (5,588)
②包括利益 3,775 3,130 3,907 5,177 5,718 4,139 (25,846) (4,308)
③その他の包括損益 △ 594 △ 1,386 △ 912 △ 1,572 152 △ 3,370 (△7,682) (△1,280)
④その他の包括損益
　累計額
1,045 △ 341 △ 1,253 △ 2,825 △ 2,673 △ 6,043 (△12,090) (△2,015)
　この４項目の数値を，各年度別にグラフ上に示したものが，下の図表２のグラフである。
　この図表２におけるグラフ上の数値をみると，各年度の変動状態が明白になる。なお，比較
し易いように，次の平成16年３月期分もさらにグラフ上に示している。この図表２をみると，
この６年間は，各年度によって，やはり変動がみられるが，要約的にみると，
①　当期純利益は，この６年間の平均数値が約5,588億円であり，
②　包括利益は，この６年間の平均数値が4,308億円であり，
③　その他の包括損益は，この６年間の平均数値が△1,280億円の包括損失である。
④ 　その他の包括損益累計額は，この６年間の平均数値が，ストック残高として△2,015億円
の損失累計額である。
⑤ 　以上のようにみると，この６年間はその包括損益発生額（期中増減）は比較的大きな額で
はなく，また，その包括損益累計額も比較的大きな残高ではないので，株主資本控除項目の
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図表２　当期純利益、その他の包括利益及び包括利益の関連（1）
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図表２　当期純利益、その他 包括利益の関連（1）
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金額としては比較的影響が少ない。
　以上のように考えると，平成10年３月期から平成15年３月期の６年間のこれらの業績評価は，
当期純利益の安定的な業績数値が中心であり，その他の包括損益発生額（期中増減）を加減し
た包括利益合計額は６年間の平均数値によると，約77％相当額（4,308億円÷5,588億円）である。
しかし，あとの年度では，それが大きく変化することに，事前的に注目することが望まれる。
(２) 　平成16年３月期より平成23年３月期までの８年間の包括利益を中心にしてみた連結財
務数値の概要
　次の８年間における連結財務数値についても，前節と同様に，連結貸借対照表，連結損益計
算書，連結資本持分計算書などを中心に，それら各期の概要が理解し易いような数値を要約整
理してみると，下の図表３が作成できる。
　さらに，図表３の末尾には，図表１と同じように，外国為替相場変動の推移の概要を理解し
易すいように，米ドルの期末の為替レート（T.T.M.）を参考のために筆者が加えている。しか
し，この為替レートは連結財務諸表作成上のトヨタの数値とは直接関係をもったものではない。
　さらに，図表３における平成16年３月期より平成23年３月期までの８年間のトヨタの連結財
務数値による全体像の概要を理解するためのものであるが，その前半の５年間，平成20年３月
期の高度成長発展期と，このあとの平成21年３月期のリーマン・ショック以後の業績回復に向
けての３年間は相当の変化がみられる。そこで，その他の包括利益累計額項目が株主資本の控
除項目として意味役割を，特に平成16年３月期以降の分について注目したいため，次の図表３
図表３　トヨタの平成16年３月期以降の財務数値の概要
（単位：億円）
項　目
平成16年
3月期
平成17年
3月期
平成18年
3月期
平成19年
3月期
平成20年
3月期
平成21年
3月期
平成22年
3月期
平成23年
3月期
売上高 172,948 185,515 210,369 239,481 262,892 205,296 189,510 189,937
当期純利益 11,621 11,713 13,722 16,440 17,179 △ 4,369 2,095 4,082
その他の包括利益 3,997 1,239 5,180 2,641 △ 9,426 △ 8,666 2,609 △ 2,979
包括利益 15,618 12,952 18,902 19,081 7,753 △ 13,035 4,704 1,103
少数株主持分損益 △ 427 △ 649 △ 844 △ 497 △ 779 － － －
非支配持分帰属損益 － － － － － 243 △ 348 △ 573
当期純利益（株主帰属） 11,621 11,713 13,722 16,440 17,179 △ 4,369 2,095 4,082
資産合計 220,402 243,350 287,316 325,748 324,583 290,620 303,493 298,182
負債会計
（少数株主持分を除く）
134,154 147,851 175,816 201,104 199,321 184,613 194,188 188,982
少数株主持分 4,462 5,049 5,896 6,283 6,567 － － －
非支配持分 － － － － － 5,395 5,707 5,876
株主資本合計 81,786 90,450 105,604 118,361 118,695 100,612 103,597 103,324
その他の包括損益累計額 △ 2,046 △ 807 4,373 7,014 △ 2,412 △ 11,078 △ 8,468 △ 11,447
純資産合計 (82,248) (95,499) (111,500) (124,644) (125,262) 105,007 109,304 109,200 
〔参考〕期末為替レート
　　１ドル円換算T.T.M.
円
104.69
円
107.39
円
118.05
円
117.49
円
100.19
円
98.23
円
93.04
円
83.15
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に追加して，この８年間の貸借対照表上の資本科目における数値変動の明細表を，上の図表４
として作成した。
　これら８年間のトヨタの連結財務数値による全体像をすべて理解できる一覧表のグラフの開
示が望ましいが，ここでは，包括利益関連に焦点をあてたいため，前節と同じように，次の四
項目に限定して整理し，それらの各期別の年度経過がわかるようなグラフを作成することにし
た。そのために，図表３の数値について，まず前半の５年間の数値と，後半の３年間の数値と
を，２つに区分して取上げることにした。
　そこで取上げる基本数値は，当期純利益，その他の包括利益，包括利益の期中増減のフロー
の計算数値と，期末残高のストックの計算数値としてのその他の包括損益累計額，の四項目分
に注目しているものである。
〔前半の部〕 （単位：億円）
平成16/3期 平成17/3期 平成18/3期 平成19/3期 平成20/3期 ５年間合計義
義５年間
の平均義
義
①当期純利益 11,621 11,713 13,722 16,440 17,179 (70,675) (14,135)
②包括利益 15,618 12,952 18,902 19,081 7,753 (74,306) (14,861)
③その他の包括損益 3,997 1,239 5,180 2,641 △ 9,426 (3,631) (726)
④その他の包括損益累計額 △ 2,046 △ 807 4,373 7,014 △ 2,412 (6,122) (1,224)
〔後半の部〕 （単位：億円）
平成21/3期 平成22/3期 平成23/3期 ３年間合計義
義３年間
の平均義
義
①当期純利益 △ 4,369 2,095 4,082 （1,808） （603）
②包括利益 △ 13,035 4,704 1,103 （△7,228） （△2,409）
③その他の包括損益 △ 8,666 2,609 △ 2,979 （△9,036） （△3,012）
④その他の包括損益累計額 △ 11,078 △ 8,468 △ 11,447 （△30,993） （△10,331）
　これら８年間の数値の整理を，前半の部分と後半の部分に分けたが，８年間の比較を直接一
覧的に見える形も望ましいとして，一表にまとめてグラフ化したものが，次頁図表５である。
　図表５をみると，前半の平成16年３月期よりの５年間の各項目の変動推移の傾向と，後半の
平成20年３月期よりの３年間の各項目の変動推移の傾向が大きく異なっていることが，一目で
図表４　トヨタの平成16年３月期以降８年間のB/S上の資本科目の明細表
（単位：億円）
項　目
平成16年
3月期
平成17年
3月期
平成18年
3月期
平成19年
3月期
平成20年
3月期
平成21年
3月期
平成22年
3月期
平成23年
3月期
資本金 3,970 3,970 3,970 3,970 3,970 3,970 3,970 3,970
資本剰余金 4,952 4,957 4,953 4,976 4,976 5,012 5,013 5,057
利益剰余金 83,262 93,322 104,597 117,647 124,086 115,316 115,686 118,367
その他の包括利益
累計額
△ 2,046 △ 807 4,373 7,014 △ 2,412 △ 11,078 △ 8,468 △ 11,447
自己株式 △ 8,353 △ 10,993 △ 12,290 △ 15,246 △ 11,924 △ 12,609 △ 12,604 △ 12,614
　株主資本合計 81,786 90,450 105,604 118,361 118,695 100,612 103,597 103,324
非支配持分 － － － － － 5,395 5,707 5,876
（少数株主持分） (4,462) (5,049) (5,896) (6,283) (6,567) － － －
純資産（資本） 186,248 (95,499) 111,500 (124,644) (125,262) 105,007 109,304 109,200 
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明らかになったと思われる。
　上の図表５のグラフ上の数値の傾向をみながら，上述の前半の５年間分と，後半の３年間分
の変動推移の各数値について，要約的に再述すると，まず前半の５年間についてみると，
①　当期純利益の５年間の合計は70,675億円，その１ヶ年平均は14,135億円であり，
②　包括利益の５年間の合計は74,306億円，その１ヶ年平均は14,861億円であり，
③ 　その他の包括損益（期中増減）の５年間の合計は3,631億円，その１ヶ年平均は726億円で
あり，
④ 　ストック残高としてのその他の包括損益累計額の５年間の通算差引合計は，6,122億円，
その１ヶ年平均額は1,224億円である。
⑤ 　以上のように，この５年間のトヨタの高度成長発展期では，その他の包括損益（期中増減）
の数値は小さく，またその他の包括損益累計額も比較的小さい。そのため，それによる株主
資本控除項目の金額も小さかった。
　この５年間の業績面では，特に，当期純利益の高額さが目立っている。
次の平成20年のリーマン・ショック以後の平成21年３月期以後の３年間については，
① 　当期純利益額の３年間の差引通算合計は1,808億円（黒字）であり，その１ヶ年平均額は
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図表 5　当期純利益、その他の包括利益及び包括利益の関連（2）
平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期 平成19年3月期 平成20年3月期 平成21年3月期 平成22年3月期 平成23年3月期
??????????????? ??????????????? ???????????????
??????????????????????
?????????????????????? ??????????????? ???????????????
億円
億円
億円
11,621億円
3,997億円
15,618億円
△2,046億円
11,713億円
12,952億円
1,239億円
△807億円
13,722億円
18,902億円
16,440億円
19,081億円
4,373億円
5,180億円 2,641億円
7,014億円
17,179億円
7,753億円
△9,426億円
△2,412億円
△4,369億円
△8,666億円
△13,035億円
△11,078億円
2,095億円
2,609億円
4,704億円
△8,468億円
4,082億円
△2,979億円
1,103億円
△11,447億円
５ 当期純利益、その他の包括利益及び包括利益の関連（2）
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603億円（黒字）である。
② 　包括利益の３年間の差引通算合計は△7,228億円（赤字）であり，その１ヶ年平均額は
△2,409億円である。
③ 　その他の包括損益発生額（期中増減）の３年間の通算合計は△9,036億円（赤字）であり，
その１ヶ年平均額は△3,012億円である。
④ 　その他の包括損益累計額の３年間の通算合計は大きな△30,993億円（赤字）であり，その
１ヶ年平均額も大きな△10,331億円（赤字）である。従って，株主資本控除項目としてのそ
の額も大きく目立っている。
⑤ 　以上のように，この３年間はその他の包括損益発生額の１ヶ年平均△3,012億円，その他
の包括損益累計額の１ヶ年平均△10,331の大きさが目立っている。従って，この３年間の当
期純利益の１ヶ年平均603億円（黒字）は少くみえている。
　この章の14年間を通じてみると，それを３つの期間に区分してみたように，各区切りとも異
なった特色がみられた。その他の包括損益発生額について再述すると，
　平成10年３月期からの６年間は，その他の包括損益の平均的な発生金額が，目をみはる大き
な金額でなかった。
　平成16年３月期からの５年間は，その他の包括損益の平均的な発生額も，比較的小さな額で
あり，目立った大きなものでなかった。
　平成21年３月期からの３年間はその他の包括損益の平均的な発生額も，１ヶ年平均△3,012
億円となり，その他の包括損益累計額は，１ヶ年平均額△10,331億円の巨額となり目立ったも
のといえる。
　このように，平成21年３月期以降，特に，その他の包括損益発生額（期中増減），及びその
他の包括損益累計額（期末残高）の大きさの相違に注目する必要がある。
　さらに，これらの内訳項目の内容については，その内容解明を，さらに，次の章以下で調べ
ることが，本稿の主たる課題であると思う。
２．トヨタの最近14年間のその他の包括利益の概要とその内訳項目の区分整理
　上の章で，14年間のトヨタの連結財表における当期純利益，包括利益，その他の包括利益の
関連数値の変動推移の動向をみてきた。この章では，それのその他の包括利益に限定し，その
他の包括損益の期中増減のフローの計算数値と同じ２期末残高のストックの計算数値の関連
と，さらにその他の包括利益の内容を四項目に区分整理した内訳項目についても，その期中増
減のフローの計算数値の面と，その期末残高のストックの計算数値の面との関連について調べ
ることにしたい。まず，トヨタの連結財表，特に，連結貸借対照表，連結資本変動計算書，関
関西大学商学論集　第57巻第２号（2012年９月）68
連する連結財表注記事項，及びその他の関連資料によって，その他の包括利益の内訳項目を整
理したい。
(１) 　平成10年３月期より平成15年３月期までの６年間のその他の包括利益の内訳項目の区
分整理
　その前半にあたる平成10年３月期よりの６年間の内訳項目を区分したものを，下の図表６で
まとめてみた。
　この図表６では，その他の包括損益について，Ａ期首残高　Ｂ期中増減　Ｃ期末残高の３項
目に分けて，①　外貨換算調整額　②　未実現有価証券評価損益　③　年金債務調整額　④　
その他の包括損益合計の各数値を，筆者の試みで区分整理している。
　次いで，前の章(1)節との関連するその他の包括損益合計について，(B)の期中増減と(C)の
期末残高の数値を集約的に概観するために，次頁の図表７のグラフを作成した。この図表７の
ように，平成10年３月期より平成15年３月期までの６年間は，平成10年３月期と平成14年３月
期の数値を除いて，その殆んどが赤字のその他の包括損失額であることが，目立っていると考
えられる。
　しかし，上の①，②，③の各内訳項目の数値は平成10年３月期よりの６年間，相当の変動変
化がみられる。図表６の各数値によって各内訳科目の数値を，一覧表としてグラフ化すると，
より一層明確になるであろう。そのため作成のグラフが，次頁の図表８である。
　図表８のグラフをみながら，図表６の数値との関連について，各内訳科目別に整理すると，
図表６　トヨタの平成10年３月期より６年間のその他の包括利益 （単位：億円）
項　　目
平成10年
３月期
平成11年
３月期
平成12年
３月期
平成13年
３月期
平成14年
３月期
平成15年
３月期
左の６年間
通算分
その他の包括損益累計額
Ａ　期首残高 平成10年期首
　①外貨換算調整額 △ 1,955 △ 1,448 △ 2,864 △ 4,677 △ 3,064 △ 1,725 △ 1,955
　②未実現有価証券評価損益 3,594 2,493 2,595 3,424 374 338 3,594
　③年金債務調整額 － － △ 72 0 △ 135 △ 1,278○外 △ 8 0
　④同上の小計 1,639 1,045 △ 341 △ 1,253 △ 2,825 △ 2,673 1,639
Ｂ　期中増減
　①外貨換算調整額 507 △ 1,416 △ 1,813 1,613 1,339 △ 1,393 △ 1,163
　②未実現有価証券評価損益 △ 1,101 102 829 △ 3,050 △ 36 △ 265 △ 3,521
　③年金債務調整額 － △ 72 72 △ 135 外 △ 8△ 1,143 △ 1,720 △ 2,998
　④同上の小計 △ 594 △ 1,386 △ 912 ○外 △ 8△ 1,572 152 △ 3,370 △ 7,682
Ｃ　期末残高 平成15年期末
　①外貨換算調整額 △ 1,448 △ 2,864 △ 4,677 △ 3,064 △ 1,725 △ 3,118 △ 3,118
　②未実現有価証券評価損益 2,493 3,595 3,424 374 338 73 73
　③年金債務調整額 － △ 72 0 △ 135 △ 1,278○外 △ 8 △ 2,998 △ 2,998
　④同上の小計 1,045 △ 341 △ 1,253 △ 2,825 △ 2,673 △ 6,043 △ 6,043
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図表 7　平成 10年 3月期よりのその他の包括利益合計の期中増減と期末残高の推移
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図表７　平成10 ３ 期よりのその他の包括利益合計の期中増減と期末残高の推移
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図表 8　平成 10年 3月期よりのその他の包括利益内訳項目の期中増減と期末残高の推移
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△1,416億円
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図表８　平成10年３月期よりのその他の包括利益内訳項目の期中増減と期末残高の推移
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平成10/3期平成11/3期平成12/3期平成13/3期平成14/3期平成15/3期
（単位：億円）
左の６年間
通　算
①外貨換算調整額
　　期中増減 507 △ 1,416 △ 1,813 1,613 1,339 △ 1,393 △ 1,763
　　期末残高 △ 1,448 △ 2,864 △ 4,677 △ 3,064 △ 1,725 △ 3,118 △ 16,896
②未実現有価証券評価損益
　　期中増減 △ 1,101 102 829 △ 3,050 △ 36 △ 265 △ 3,521
　　期末残高 2,493 2,595 3,424 374 338 73 9,297
③年金債務調整額
　　期中増減 － △ 72 0 △ 135 △ 1,151 △ 1,720 △ 2,998
　　期末残高 － △ 72 0 △ 135 △ 1,286 △ 2,998 △ 4,491
④その他包括損益合計
　　期中増減 △ 594 △ 1,386 △ 912 △ 1,572 152 △ 3,370 △ 8,282
　　期末残高 1,045 △ 341 △ 1,253 △ 2,825 △ 2,673 △ 6,043 △ 12,090
⑴ 　この６年間のその他の包括損益関係内訳項目の特徴を，要約的にみると，
① 　その他の包括損益合計に対する各内訳項目の役割ウエートは，①外貨換算調整額の６年間
の計は，期中増減分が△1,768億円÷△8,282億円＝21.29％である。期末残高面では，△16,896
億円÷△12,090億円＝139.75％であり，B/S上の資本控除科目のその他の包括損益累計額は
他の内訳項目の利益によって差引控除されたことになる。
② 　未実現有価証券評価損益が６年間通算では，期中増減の面で△3,521億円÷8,282億円＝
42.51％であった。期末残高面では，9,297億円÷△12,090億円＝△76.90％であり，これは６
年間の期末残高がプラスの黒字9,297億円であり，その他の包括損益累計額がマイナスの赤
字△12,090億円の対比となったためである。これはB/S上の株主資本控除科目金額が差引き
されたことによる。
③ 　年金債務調整額は，６年間通算で期中増減の面では，△2,998億円÷8,282億円＝36.20％で
あり，期末残高の面では，△4,491億円÷△12,090億円＝37.15％の割合になっている。
⑵ 　上の各内訳項目の数値比較のように，その他の包括損益会計面では，期中増減の面でも，
期末残高面でも，各内訳項目のプラスの数値（利益）が，マイナスの数値（損失）から差引
かれた金額となったためである。トヨタのこの６年間では，やはり，未実現有価証券評価益
がプラスの黒字となって，企業全体のその他の包括損益合計（損失）から差引された額とな
った。
⑶　このような状況で，次の８年間でどのように変化するかを，次の第２節で調べたい。
(２) 　平成16年３月期より平成23年３月期までの８年間のその他の包括利益の内訳項目の区
分整理
　前節と同じように，トヨタの連結財表，特に連結貸借対照表，連結資本変動計算書，関連す
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る連結財表注記事項，その他の連結資料によって，後半の平成16年３月期より平成23年３月期
までの８年間分について，その他の包括損益の内訳項目の関係データを，まず，上の図表９に
よってまとめることにしたい。
　この図表９では，前節の図表６と同じように，Ａ　期首残高　Ｂ　期中増減　Ｃ　期末残高
の３項目に分けて，①　外貨換算調整額　②　未実現有価証券評価損益　③　年金債務調整額
　④　その他の包括損益合計の各数値を四区分整理している。
　次いで，前の章の(2)節とのつなぎの関連で，その他の包括損益合計について，(B)の期中
増減の数値と，(C)の期末残高の数値とを集約的に概観するために，さらに，次頁の図表10の
グラフを作成した。この図表10のグラフをみると，前述の図表７のグラフの数値変動と相当異
なった各年度の数値がみられる。
　図表10のグラフによると，平成16年３月期より平成20年３月期までの５年間トヨタの高度成
長発展期と，平成21年３月期以向のリーマン・ショック以降の３年間の数値の変動態様は極端
に異なっている。なお，平成20年３月期は，リーマン・ショックによる変動がその前年度に現
われているものと注目される。これは，平成20年３月期の最高の当期純利益が計上され年度の
前年度に，期中増減のその他の包括損失が計上された点である。
　図表10のグラフをみると，平成20年のリーマン・ショック後の平成21年３月期の前年度以後，
その他の包括損失が多額に各年度に計上された点が目立っていると考えられる。その要因はど
こにあるかは，上の図表９の各年度の数値の変動が注目されなければならない。
　そこで，図表９における①，②，③の各内訳項目の各数値の平成16年３月期より８年間の数
値変動をグラフによって一覧的にみることにした。そのために作成したものが，次の期中増減
図表９　トヨタの平成16年３月期より８年間のその他の包括利益
（単位：億円）
項　　目
平成16年
３月期
平成17年
３月期
平成18年
３月期
平成19年
３月期
平成20年
３月期
平成21年
３月期
平成22年
３月期
平成23年
３月期
左の８年間
の通算
〔その他の包括損益〕
Ａ　期首残高 平成16年期首
　①外貨換算調整額 △ 3,118 5,150 △ 4,393 1,709 △ 408 △ 5,014 △ 8,827 △ 8,728 △ 3,118
　②未実現有価証券評価損益 73 3,369 3,754 6,200 6,588 3,110 179 1,943 73
　③年金債務調整額 △ 2,998 △ 265 △ 168 △ 118 828 △ 508 △ 2,430 △ 1,683 △ 2,998
　④同上の小計 △ 6,043 △ 2,046 △ 807 4,373 7,014 △ 2,412 △ 11,078 △ 8,468 △ 6,043
Ｂ　期中増減
　①外貨換算調整額 △ 2,033 757 2,684 1,307 △ 4,612 △ 3,813 99 △ 2,876 △ 8,486
　②未実現有価証券評価損益 3,297 384 2,446 388 △ 3,478 △ 2,931 1,764 △ 261 1,609
　③年金債務調整額 2,733 98 50 1,946 1,336 △ 1,922 747 158 1,474
　④同上の小計 3,997 1,239 5,180 2,641 △ 9,426 △ 8,666 2,610 △ 2,979 △ 5,404
Ｃ　期末残高 平成23年期末
　①外貨換算調整額 △ 5,105 △ 4,393 △ 1,709 △ 402 △ 5,014 △ 8,827 △ 8,728 △ 11,604 △ 11,604
　②未実現有価証券評価損益 3,369 3,754 6,200 6,588 3,110 179 1,943 1,682 1,682
　③年金債務調整額 △ 265 △ 168 △ 118 828 △ 508 △ 2,430 △ 1,683 △ 1,525 △ 1,525
　④同上の小計 △ 2,046 △ 807 4,373 7,014 △ 2,412 △ 11,078 △ 8,468 △ 11,447 △ 11,447
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中心の図表11のグラフであり，またその期末残高中心の図表12である。次頁の図表11のグラフ
によって，①外貨換算調整額　②未実現有価証券評価損益，③年金債務調整額の各年度の各数
値の変化が，相当異なったものであることが理解できる。
　さらに，その他の包括損益の期末残高（期末累計額）中心の次々頁の図表12のグラフは，次
頁の図表11のグラフの各年度の変動数値のパターンが，相当異なったものになっていると注目
することが重要である。
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図表 10　平成 16年 3月期よりのその他の包括利益合計の期中増減と期末残高の推移
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図表10　平成16年３月期よりのその他の包括利益合計の期中増減と期末残高の推移
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　図表11のグラフ上の数値について前の図表９の数値により再整理すると，次のようになる。
〔平成20年３月期までの５年間分〕
（単位：億円）
（Ａ）（期中増減分） 平成16/3期 平成17/3期 平成18/3期 平成19/3期 平成20/3期 ５年間通算
　①外貨換算調整額 △ 2,033 757 2,684 1,307 △ 4,612 △ 1,897
　②未実現有価証券評価損益 3,297 384 2,446 388 △ 3,478 3,037
　③年金債務調整額 2,733 98 50 946 △ 1,336 2,491
　④その他包括損益合計 3,997 1,239 5,180 2,641 △ 9,426 3,631
〔平成20年３月期までの５年間分〕
（単位：億円）
（Ｂ）（期末残高分） 平成16/3期 平成17/3期 平成18/3期 平成19/3期 平成20/3期 ５年間通算
　①外貨換算調整額 △ 5,150 △ 4,393 △ 1,709 △402 △ 5,014 △16,668
　②未実現有価証券評価損益 3,369 3,754 6,200 6,588 3,110 23,021
　③年金債務調整額 △ 265 △ 168 △ 118 828 △ 508 △231
　④その他包括損益合計 △ 2,046 △ 807 4,373 7,014 △ 2,412 6,122
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図表11　平成16年３月期よりの８年間のその他の包括利益内訳項目の期中増減と期末残高の推移
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〔平成23年３月期での３年間分〕
（単位：億円）
(A)（期中増減分） 平成21/3期 平成22/3期 平成23/3期 ３年間通算
　①外貨換算調整額 △ 3,813 99 △ 2,876 △ 6,590
　②未実現有価証券評価損益 △ 2,931 1,764 △ 261 △ 1,428
　③年金債務調整額 △ 1,922 747 158 △ 1,017
　④その他の包括損益合計 △ 8,666 2,610 △ 2,979 △ 9,035
〔平成23年３月期までの３年間分〕
（単位：億円）
(B)（期末残高分） 平成21/3期 平成22/3期 平成23/3期 ３年間通算
　①外貨換算調整額 △ 8,827 △ 8,728 △ 11,604 △ 29,159
　②未実現有価証券評価損益 179 1,943 1,682 3,804
　③年金債務調整額 △ 2,430 △ 1,683 △ 1,525 △ 5,638
　④その他の包括損益合計 △ 11,078 △ 8,468 △ 11,447 △ 30,993
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図表 12　平成 16年 3月期よりの 8年間のその他の包括利益内訳項目の期末残高の推移
平成16年
3月期
平成17年
3月期
平成18年
3月期
平成19年
3月期
平成20年
3月期
平成21年
3月期
平成22年
3月期
平成23年
3月期
???
 
②
?????
 
④
????
????
 
③
??????
????
 
①
平成15年
3月期
 
②
??
 
④
?
????
 
③
?
????
 
①
??
? 
②
?????
 
④
?
????
 
③
??
????
 
①
??
? 
②
?????
 
④
?
????
 
③
??
????
 
①
???
 
②
?????
 
④
??????
 
④
????
 
③
?
????
 
①
???
? 
②
???????????
③① ② ④ ③① ② ④ ③① ② ④
???????? ???????? ??????? ?????????? ???????億円
△3,118億円
△2,998億円
△6,043億円
△5,150億円
△265億円
△2,046億円
△4,393億円
△168億円
△807億円
△1,709億円
△118億円
△402億円
△5,014億円
△508億円
△2,412億円
△8,827億円
△2,430億円
△11,078億円
△8,728億円
△1,683億円
△8,468億円
△11,604億円
△1,525億円
△11,447億円
73億円
3,369億円
3,754億円
6,200億円
4,373億円
828億円
6,588億円
7,014億円
3,110
億円
179億円
1,943億円
1,682億円
図表12　平成16年３月期よりの８年間 そ 他の包括利益内訳項目の期末残高の推移
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　ここでは，平成16年３月期よりの８年間について，まず，(A)その前半の５年間，トヨタの
高度成長発展期の平成20年３月期までの分と，(B)その次の平成21年３月期のリーマン・ショ
ック以降の再建に向った３年間と，に分けて，その他の包括損益の内訳項目の特徴について，
要約的に整理してみると，次のようになる。
(A)　前年の５年間のその他の包括損益の期中増減について
　その他の包括損益合計（期中増減の面）での各内訳項目のその合計額に対する役割ウエート
をみると，その５年通算数値によると，
① 　外貨換算調整額の５年間通算合計は，△1,897億円であり，その他の包括損益の５年間通
算合計は3,631億円であったので，そのウエートは△1,897億円÷3,631億円＝△52.24％である。
② 　未実現有価証券評価損益の５年間通算合計は，3,037億円であり，またその他の包括利益
合計の５年間通算合計は3,631億円であったので，その役割ウエートは3,037億円÷3,631億円
＝83.64％である。
③ 　年金債務調整額の５年間通算合計は，2,491億円であり，またその他の包括損益合計の５
年間通算合計は3,631億円であったので，その役割ウエートは2,491億円÷3,631億円＝68.60％
である。
　これは①外貨換算調整額が損失で△52.24％，未実現有価証券評価損益が利益で83.64％，年
金債務調整額が利益で68.60％であったので，④その他の包括利益合計がプラスとマイナスで
100.00％となった。
(B)　次の３年間のその他の包括損益の期中増減について
　その他の包括損益合計（期中増減の面）での各内訳項目のその合計額に対する役割ウエート
をみると，その３年間通算数値によると，
① 　外貨換算調整額の３年間通算合計は，△6,590億円であり，その他の包括損益の３年間通
算合計は△9,035億円であった。その役割ウエートは，△6,590億円÷△9,035億円＝72.94％で
ある。
② 　未実現有価証券評価損益の３年間通算合計は△1,428億円であり，またその他の包括損益
の５年間通算合計は△9,035億円であった。
　　そこで，その役割ウエートは△1,428億円÷△9,035億円＝15.80％である。
③ 　年金債務調整額の３年間通算合計は△1,017億円であり，またその他の包括損益の３年間
通算合計は△9,035億円であった。そこで，その役割ウエートは11.26％である。
　この３年間では，外貨換算調整額の役割ウエートは72.94％，未実現有価証券評価損益の役
割ウエートは15.80％，年金債務調整額のウエートは11.26％で，その合計は100.00％となる。
　次に，前頁の図表12のグラフと関係で，期末残高のストック数値の面について再整理すると，
次のようになる。
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(A)　前半の５年間のその他の包括損益の期末残高について
　その他の包括損益合計（期末残高の面）での各内訳項目のその合計額に対する役割ウエート
をみると，その５年間通算数値によると，
① 　外貨換算調整額の５年間通算合計は，△16,668億円であり，またその他の包括損益の５年
間通算合計は6,122億円であった。その役割ウエートは△16,668億円÷6,122億円＝△272.26％
である。
② 　未実現有価証券評価損益の５年間通算合計は，23,021億円であり，またその他の包括損益
の５年間通算合計は6,122億円であった。そこでその役割ウエートは23,021億円÷6,122億円
＝376.04％である。
③ 　年金債務調整額の５年間通算合計は，△231億円であり，またその他の包括損益の５年間
通算合計は6,122億円であった。従って，その役割ウエートは△231億円÷6,122億円＝△3.78
％である。
　このように，①外貨換算調整額が赤字で△272.26％，②未実現有価証券評価損益が黒字で
376.04％，③年金債務調整額が△3.78％であったので，④その他の包括損益合計が，それらの
プラスとマイナス差引で，100.00％となる。
(B)　この後半の３年間のその他の包括損益の期末残高について
　その他の包括損益合計（期末残高の面）での各項目のその合計額に対する役割ウエートをみ
ると，その３年間通算合計数値によれば，
① 　外貨換算調整額のその３年間通算合計は，△29,159億円であり，その他の包括損益の３年
間通算合計は△24,871億円であった。その役割ウエートは△29,159億円÷△30,993億円＝
94.08％である。
② 　未実現有価証券評価損益の３年間通算合計とは，3,804億円であり，またその他の包括損
益合計の３年間通算額は△30,993億円であった。そこで，その役割ウエートは3,804億円÷△
30,993億円＝△12.27％である。
③ 　年金債務調整額の３年間通算合計とは，△5,638億円であり，またその他の包括損益の３
年間通算合計は△30,993億円であった。そこで，その役割ウエートは△5,638億円÷△30,993
億円＝18.19％である。
　このように，①　外貨換算調整額94.08％，②　未実現有価証券評価損益△12.27％，③　年
金債務調整額18.19％であったので，④　その他の包括損益合計が，それらのプラスとマイナ
スの差引で，100.00％になる。
　さらに，①　外貨換算調整額　②　未実現有価証券評価損益　④　その他の包括損益合計の
相互関係について，次の章で考察を進めることにしたい。
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３．トヨタの最近の14年間のその他の包括利益の内訳項目の内容的にみた特徴
　前の章でみてきたように，トヨタの平成10年３月期以降の14年間のその他の包括利益に関す
る変動状況は，各年度によって相当の変化があった。その他の包括利益について，その期中増
減のフローの数値と，その期末残高のストックの数値との変動推移の相違は注意してみなけれ
ばならない。さらに，そのことはその他の包括利益の内訳項目のそれぞれの変動状況のパター
ンを，特に注目しなければならない。トヨタのその他の包括利益の各年度毎のその内訳項目は，
その内訳内容の性格によって正反対の動きを示すパターンもみられる。例えば，外貨換算調整
額は円高への推移によって各年度ともに，損失（赤字）数値が殆んどである。その反対に，未
実現有価証券評価損益は多くの年度において，その額は利益（黒字）数値が多かった。その他
の包括利益合計では，多くの年度で外貨換算調整額の損失（赤字）数値の影響をうけ，さらに
未実現有価証券評価益の利益（黒字）数値の金額だけ，相殺差引され後の金額の損失（赤字）
数値として計上されている。
　ここでは，前の章で整理を試みた14年間の変動推移について，それを，大きく３つの期間に
区分整理したことをひきついで取扱いたい。
　まず，平成10年３月期より平成15年３月期までの６年間，トヨタが各年度毎に順調に売上高，
当期純利益等の業績を増伸させた期間として区分整理した。第２は，平成16年３月期より平成
20年３月期までの５年間，トヨタの売上高，当期純利益等の業績を，急速に拡大成長発展させ
た期間として区分し注目すべきである。
　３番目に区分した３年間の期間は，平成20年のリーマン・ショックの影響をうけ，急激な業
績が落込みとなり，その翌年の平成21年３月期には最悪の業績悪化となり，次の平成22年３月
期，平成23年３月期は業績回復に立向かった年度である。
　このような３つの期間に区分整理して，本稿ではそれを意識的にみてきたが，ここでは，特
にその他の包括損益を中心に再述し，特に，内訳区分の特徴を強調したいと思う。そこで，今
までに取上げてきたその他の包括損益の内訳項目の数値を再整理したものを，次頁の図表13で
示したい。
　上の記載とできるだけ重複しないようにして，ここで，トヨタのその他の包括損益の特色を
取上げることにしたい。そのため，次頁の図表13のグラフ上で，その特徴が明確になるように
努めたい。
　そこで，本稿で重点をおいているその他の包括損益の期中増減のフロー数値の面と，期末残
高のストック数値面の区分対比をグラフ上で，14年間の対比を示すことが重要と思い再述する
ことにした。トヨタの14年間の全体像を明示することができればと思って記載したそれが，さ
らに，次々頁の図表14のグラフである。
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　次頁の図表14のグラフ上では，その他の包括損益合計額は，その内訳項目①，②，③，の各
数値が差引相殺された後の金額で表示されたものとなっている。そこで，次に，
(１)　外貨換算調整額の年度別数値の推移についてのみの考察をすすめる。
　トヨタのその他の包括損益合計は内訳項目の数値が相殺された後の金額で示されているが，
ここでは，外貨換算調整額についてのみ取上げ，その期中増減の面と，その期末残高面の変動
図表13　平成10年３月期よりの14年間のその他の包括損益の内訳項目の要約整理
事業年度
外貨換算調整額
①
未実現有価証券評価
損益②
年金債務調整額
③
その他の包括損益
合計④
期中増減 期末残高 期中増減 期末残高 期中増減 期末残高 期中増減 期末残高
億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円
平成10年３月期 507 △ 1,448 △ 1,101 2,493 － － △ 594 1,045
平成11年３月期 △ 1,416 △ 2,864 102 2,595 △ 72 △ 72 △ 1,386 △ 341
平成12年３月期 △ 1,813 △ 4,677 829 3,424 72 0 △ 912 △ 1,253
平成13年３月期 1,613 △ 3,064 3,050 374 △ 135 △ 135 △ 1,572 △ 2,825
平成14年３月期 1,339 △ 1,725 △ 36 338
△ 8
△ 1,143
△ 1,278 152 △ 2,673
平成15年３月期 △ 1,393 △ 3,118 △ 265 73
＋ 8
△ 1,720
△ 2,998 △ 3,370 △ 6,043
上の６年間の小計 △ 1,163 △ 16,896 △ 3,521 9,297 △ 2,998 △ 4,491 △ 7,682 △ 12,090
同上の構成割合（％） △ 15.14 △ 139.75 △ 45.83 76.90 △ 39.03 △ 37.15
基準
 100.00
基準
 100.00
平成16年３月期 △ 2,033 △ 5,150 3,297 3,369 2,733 △ 265 3,997 △ 2,046
平成17年３月期 757 4,393 384 3,754 98 △ 168 1,239 △ 807
平成18年３月期 2,684 △ 1,709 2,446 6,200 50 △ 118 5,180 4,373
平成19年３月期 1,307 △ 402 388 6,588 946 828 2,641 7,014
平成20年３月期 △ 4,612 △ 5,014 △ 3,478 3,110 △ 1,376 △ 508 △ 9,426 △ 2,414
上の５年間の小計 △ 1,897 △ 16,668 3,037 23,021 2,491 △ 231 3,631 6,122
同上の構成割合（％） △ 52.24 △ 272.26 83.64 376.04 68.60 △ 3.78
基準
 100.00
基準
100.00
平成21年３月期 △ 3,813 △ 8,827 △ 2,931 179 △ 1,922 △ 2,430 △ 8,666 △ 11,078
平成22年３月期 99 △ 8,728 1,764 1,943 747 △ 1,683 2,610 △ 8,468
平成23年３月期 △ 2,878 △ 11,604 △ 261 1,682 158 △ 1,525 △ 2,979 △ 11,447
上の３年間の小計 △ 6,590 △ 29,159 △ 1,428 3,804 △ 1,017 △ 5,638 △ 9,035 △ 30,993
同上の構成割合（％） △ 72.94 △ 94.08 △ 15.80 12.27 △ 11.26 △ 18.19
基準
100.00
基準
100.00
平成16年３月期より
平成23年３月期まで
の５年間の小計　　
△ 8,487 △ 45,827 1,609 26,825 1,474 △ 5,869 △ 5,404 △ 24,871
同上の構成割合（％） △ 157.05 △ 184.26 29.77 107.86 27.28 △ 23.60
基準
100.00
基準
100.00
平成10年３月期より
平成23年３月期まで
の14年間の合計　　
△ 9,605 △ 62,723 △ 1,912 36,122 △ 1,524 △ 10,360 △ 13,086 △ 36,961
同上の構成割合（％） △ 73.74 △ 169.70 △ 14.61 97.73 △ 11.65 △ 28.03
基準
100.00
基準
100.00
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推移の特徴をみるため，上記の図表14と対比してみることができるように，特に次頁の図表15
を作成した。
　次頁の図表15のグラフを上の図表14のグラフと対比すると，各年度の期中増減と期末残高の
変動数値の大きさが相当異なっていることが，注目させられる。
　さらに，外貨換算調整額の各年度の数値の大きさを理解し易いように，参考のため，図表16
として，平成10年３月期よりの14年間の期末の１ドル当り円換算為替レート（T.T.M.）の数値
表を次頁に付加してみた。
　この図表16のグラフ上のドル換算レート数値の大きさによって，図表15のグラフ上の各年度
末の外貨換算調整額の期末残高数値の大きさと，各年度末の一般的な為替レート（T.T.M.）数
値の大きさとを比較してみることを考えた。それは，例えば，図表16のグラフ上の１ドル当り
の換算レートが，一般的に98.23円から83.15円と考えると，外貨換算調整額の期末残高数値が
△8,728億円から△11,604億円の高額になっていることがほぼ理解できる。これは１ドル当りの
１円当り為替レートが円高傾向のとき，その期末残高数値が高くなる傾向がみられるとの筆者
の解釈である。
7,000
6,000
5,000
4,000
3,000
2,000
1,000
0
△1,000
△2,000
△3,000
△4,000
△5,000
△6,000
△7,000
△8,000
△9,000
△10,000
△11,000
△12,000
?????
図表 14　平成 10年３月期より 14年間のその他の包括利益合計の期中増減と期末残高の推移
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図表14　平成10年３月期よりの14年間のその他の包括利益合計の期中増減と期末残高の推移
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(２) 　未実現有価証券評価損益の期中増減面とその期末残高面の変動推移を中心にし，さら
に，それと外貨換算調整額の期末残高面との比較
　前述の図表13の数値をベースにして，未実現有価証券評価損益の平成10年３月期以降の14年
間の変動推移のみのグラフを作成すると，次頁の図表17のグラフになる。まず，その図表17を
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図表 15　平成 10年３月期よりの 14年間のその他の包括利益内訳項目の外貨換算調整額の
 期中増減と期末残高の推移
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図表15　平成10年３月期よりの14年間のその他の包括利益内訳項目の外貨換算調整額の期中増減と期末残高の推移
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図表 16　平成 10年３月期末より 14年間の期末の
 １ドル当り円換算（TTM）為替レート（参考：未政追加）
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図表16　平成10年３月期末より14年間の期末の１ドル当り円換算（T.T.M.）為替レート（参考：末政追加）
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みると，各年度の変動推移の傾向が，前述の図表14におけるその他の包括損益合計の各年度の
変動推移のパターンと，大きく異なっている。未実現有価証券評価損益は，その他の包括損益
の内訳項目の中でも，リサイクルによって次年度以降の当期純利益に大きく影響を与える可能
性の高い将来損益ともみられる，含み損益の性質をもつものと考えられる。従って，未実現有
価証券評価損益の期末残高面の変動推移について，その他の包括損益合計の期末残高の変動推
移と比較して，両者の変動パターンが異なっていることをみたい。
① 　まず，平成10年３月期よりの６年間を比較してみると，その未実現有価証券評価損益の期
末残高は，この６年間，そのすべてが黒字（利益相当）の数値であるが，その他の包括損益
（期末残高）は，平成10年３月期の黒字（利益相当）を除き，あとの５年間は，すべてが赤字
　（損失相当）であった。
② 　次の平成16年３月期以降の５年間についてみると，未実現有価証券評価損益の期末残高の
数値は，これまたすべて黒字（利益相当）であるが，その他の包括損益合計の期末残高の数
値は，平成18年３月期と平成19年３月期の数値が黒字（利益相当）額であり，残りの平成16
年３月期，平成17年３月期，平成20年３月期の３年間の数値は赤字（損失相当）であった。
③ 　さらに，平成21年３月期以降の３年間についてみると，未実現有価証券評価損益の期末残
高の数値は，これまた３年間の数値は黒字（利益相当）であるが，その他の包括損益合計の
期末残高の数値は，３年間共に，高額の赤字（損失相当）であった。
　これらの要因は，期中増減の面でみると，未実現有価証券評価損益とその他の包括損益合計
の年度推移のパターンとが，大きく異なっている。
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図表 17　平成 10年３月期よりの 14年間のその他の包括利益内訳項目の
 末実現有価証券評価損益②の期中増減と期末残高の推移
10/3期 11/3期 12/3期 13/3期 14/3期 15/3期 16/3期 17/3期 18/3期 19/3期 20/3期 21/3期 22/3期
??????????????????????????????
23/3期
億円
億円
△1,101億円
△3,050億円
△36億円
△265億円
△3,478億円
△2,931億円
△261億円
2,493億円
102
億円
2,695億円
829
億円
3,424億円
374億円 338億円
73億円
3,297億円
3,369億円
388
億円
3,754億円
2,446億円
384
億円
6,200億円
6,588億円
3,110億円
179億円
1,764億円
1,943億円
1,682億円
????? ?????
図表17　平成10年３月期よりの14年間のその他の包括利益内訳項目の未実績評価損益②の期中増減
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　この両者の極端な相違は，平成21年３月期における未実現有価証券評価損益の期中増減の数
値は赤字の△2,931億円であるが，その他の包括損益合計の期中増減の数値は赤字の△8,666億
円であった。また，平成22年３月期では，未実現有価証券評価損益の期中増減の数値は黒字
1,764億円であり，その他の包括損益合計の期中増減の数値は黒字2,610億円であった。
　さらに，平成23年３月期では，未実現有価証券評価損益の期中増減の数値は赤字△261億円
であるが，その他の包括損益の期中増減の数値は黒字2,979億円であった。
　このような期末残高と期中増減との面で，未実現有価証券評価損益はその他の包括損益合計
との比較を試みたが，両者間でパターンが異なり，金額数値でも，大きな相違がみられた。
　この両者の差異は，その他の包括損益合計面には，外貨換算調整額の大きな額が含まれてい
るためである。
　そこで，問題点を明らかにするためには，未実現有価証券評価損益と外貨換算調整額とにつ
いて，期末残高と期中増減の両者の面で直接比較することが望ましいと思われる。それが，ま
た，その他の包括損益合計が，種々の内訳項目が含まれた総合的な内容のものであることが，
明らかになるであろう。
　図表15のグラフ上の外貨換算調整額（期末残高と期中増減）の年度別変動推移の数値は，図
表14のグラフ上のその他の包括損益合計の年度別変動推移の数値に近似値的なものとみられる
が，図表15の外貨換算調整額の年度別変動推移の数値の傾向と，図表17の未実現有価証券評価
損益の年度別変動推移の数値の傾向とは，その変動パターンが大きく異なっている。
　そこで，外貨換算調整額と未実現有価証券評価損益との相違をみることにしたい。トヨタの
外貨換算調整額の赤字（損失相当）金額計上分が，未実現有価証券評価利益の多額の黒字（利
益相当）計上分によって差引相殺された後の金額をベースにして，その他の包括損益合計金額
が計上され，さらに，その他の包括損益累計額も，同様の金額計算で期末株主資本控除目とし
て表示されている。このことは，トヨタの証券財務・金融面でのすぐれた財務活動によってえ
られたものと，高く評価されるであろう。
　未実現有価証券評価損益の多額計上により，その額だけ，連結財表上の包括利益とその他の
包括損益累計額がその額だけ小さく表示されたことになり，これもトヨタの優れた財務活動の
一面とみることができるであろう。その反対に，外貨換算調整額は，円高傾向が続く場合には，
その赤字（損失相当）の金額を大きく減少させることは，一般的には困難であると思われる。
　この章では，その他の包括損益の内訳項目についてみてきたが，①　外貨換算調整額と，③
　年金債務調整額とは，企業内部の政策よりも，企業外部要因特に一般的な円高傾向及び年金
債務の会計基準の変更などによった変動要因によって数値の変動が生ずる。②　未実現有価証
券評価損益も市場の株価変動の主要因によるが，企業の財務・金融活動の優れた取扱いによっ
ても，企業間では，その額に大きな格差がみられるものと思われる。
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　この章のまとめとして，上に述べたことを集約的にグラフで再度みていくために，多くの図
表の記載と重複するが，一表として概観できるように，①　外貨換算調整額　②　未実現有価
証券評価損益の各期末残高の数値の大きさが対比できるように，上の図表18のグラフを付加し
ている。
おわりに
　トヨタの米国会計基準による「その他の包括利益」に関連する項目の平成10年３月期よりの
14年間の変動推移の数値について，連結財表上のデータに基いて，種々の考察を試みてきた。
　そこで，種々の面での資料整理を行ってきたまとめとして，本稿で特に関心をもった要約的
な特色とみられることを，次の３点にしぼって，述べることができると思われる。それは，
(1)　トヨタの14年間の包括利益関連の連結財表上の項目についての要約と特徴
(2)　トヨタの14年間の「その他の包括損益」の内訳項目の内容整理とそこでの特色
(3) 　トヨタの「その他の包括損益累計額」，
　　　 　特に，その14年間の株主資本B/S期末残高における役割とその特徴
　本稿のまとめとして，ここでは，この３点について略述することにしたい。それは，
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図表 18　その他の包括損益内訳項目①②④の期末残高分の総合的対比
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の内訳項目①②④の期末残高分の総合的対比
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(１)　トヨタの14年間の包括利益関連の連結財表上の項目についての要約と特徴
　特に次の四項目に限定して集約すると，次の如くであった。それは，業績評価の視点を，
「包括利益」に重点をおいてみる場合である。
（単位：億円）
〔包括利益関連項目〕 〔平成10/3期よりの６年間〕〔平成16/3期よりの５年間〕〔平成20/3期よりの３年間〕
（通算合計）（年平均）（通算合計）（年平均）（通算合計）（年平均）
当期純利益 33,528 （5,588） 70,675 （14,135） 1,808 （603）
その他の包括損益（期中増減） △ 8,282 （△1,380） 3,631 （726） △ 9,035 （△3,012）
包括利益 25,246 （4,208） 74,306 （14,861） △ 7,227 (△2,409）
株主資本期末B/S残高 415,748 （69,213） 514,896 （102,792） 307,533 （102,511）
　上記の資料と第１章のデータとを，要約的に再述することにすると，
　まず，当期純利益については，最初の６年間，4,369億円の黒字から7,509億円の間であり，
その６年間年平均額は5,588億円の安定した黒字であった。次の５年間，11,621億円から17,179
億円のいずれも高額の黒字であり，その５年間年平均額も14,135億円の最高の黒字利益額であ
った。しかし平成20年のリーマン・ショックの後の３年間では，平成21年３月期にはトヨタに
おける唯一の当期純損失△4,369億円の赤字となり，平成22年３月期にはそれが黒字の2,095億
円，平成23年３月期には黒字の4,082億円にまで回復している。なお，この３年間年平均額の
当期純利益は黒字の602億円であった。
　その他の包括損益（期中増減）は，最初の６年間，その通算金額も比較的小さく，６年間年
平均額も△1,380億円の赤字であり，次の高業績の５年間におけるその他の包括損益（期中増減）
は，平成16年３月期，平成17年３月期，平成18年３月期，平成19年３月期が黒字であったが，
平成20年３月期はリーマン・ショックの影響か，△19,426億円の赤字となった。そのためか，
この５年間のその他の包括損益の通算合計は，3,631億円の黒字と，年平均額726億円の黒字に
止どまっている。
　平成21年３月期以降，その他の包括損益（期中増減）は，平成21年３月期△8,666億円の赤字，
平成22年３月期2,610億円の黒字，平成23年３月期△2,979億円は赤字となった。そのため，こ
の３年間のそれの通算合計は△9,035億円の赤字であり，その年平均額も△3,012億円の赤字で
あった。この14年間，その他の包括損益の高下の変動幅は，当期純利益のそれの動きと比較す
ると，大きいものであった。
　当期純利益にその他の包括損益（期中増減）を加減した包括利益面では，その最初の６年間
は，その通算合計が25,246億円の黒字であり，その年平均額は4,208億円の黒字であった。その
次の５年間は，その通算合計が74,306億円の黒字であり，その年平均額は14,861億円の黒字と
なり，最初の６年間のそれの３倍以上の高業績であった。しかし，平成20年のリーマン・ショ
ック後の３年間についてみると，平成21年３月期以後の３年間通算合計では，一転して△7,224
億円の赤字となり，その年平均額も△2,409億円の赤字となった。
「トヨタの米国会計基準による『その他の包括利益』に関する14年間の変動推移について」（末政） 85
　このように，トヨタの包括利益面では，最初の６年間と，次の５年間は，相当高い数値の優
れた業績を示している。しかし，リーマン・ショック後の３年間，その包括利益は大きな赤字
の数値に転落している。この14年間の各年度の異なった変動数値の格差が，大きいことが注目
された。
　最後に付け加えた株主資本項目は，その上の３項目の数値の大きさを，相対的に，自己資本
の大きさと比較してみるためである。
　トヨタは，業績向上と共に，自己資本充実に力を入れていることの側面が，この14年間の各
数値によっても，間接的に読み取ることができるのではないかと思う。
(２)　トヨタの14年間のその他の包括損益の内訳項目の内容整理とそこでの特徴
　トヨタのその他の包括損益は，すでにみてきたように，①　外貨換算調整額　②　未実現有
価証券評価損益　③　年金債務調整額の３つの異なった性質のものが含まれている。それらの
各項目は各年度によって相当異なった変動数値を示していた。ここで，それらを再び要約整理
すると，次のようになる。
（単位：億円）
〔その他の包括損益〕 〔平成10/3よりの6年間〕〔平成16/3よりの5年間〕〔平成21/3よりの3年間〕
（通年合計）（構成割合）（通年合計）（構成割合）（通年合計）（構成割合）
〔期中増減分〕
①外貨換算調整額 △ 1,763 (21.29％) △ 1,897 (△52.24％) △ 6,590 (72.94％)
②未実現有価証券評価損益 △ 3,521 (45.21％) 3,037 (83.64％) △ 1,428 (15.80％)
③年金債務調整額 △ 2,998 (36.20％) 2,491 (68.60％) △ 1,017 (11.26％)
④その他包括損益合計 △ 8,282 (100.00％) 3,631 (100.00％) △ 9,035 (100.00％)
〔期末残高分〕
①外貨換算調整額 △ 16,896 (139.75％) △ 16,668 (△272.26％) △ 29,159 (94.68％)
②未実現有価証券評価損益 9,297 (△76.90％) 23,021 (376.04％) 3,804 (△12.27％)
③年金債務調整額 △ 4,491 (37.15％) △ 231 (△3.78％) △ 5,638 (18.19％)
④その他包括損益合計 △ 12,090 (100.00％) 6,122 (100.00％) △ 30,993 (100.00％)
　その他の包括損益は，その期中増減としてのフローの数値が，その期の包括利益に含められ
る。また，その期末残高としてストックの数値は，期末株主資本の加減項目として，B/S上に
表示されている。そこで，上の整理でも，両者を分けて表示している。
　まず，最初の６年間の期中増減の数値をみると，①　外貨換算調整額の６年間通算合計の数
値は，△1,763億円の赤字であり，その他の包括損益合計の21.29％を占めている。②　未実現
有価証券の通算合計の数値は△3,521億円の赤字であり，その他の包括損益合計の45.21％を占
めている。③　年金債務調整額の通算合計の数値は，△2,998億円の赤字であり，その他の包
括損益合計の36.20％を占めている。このように最初の６年間（期中増減ベース）は，①外貨
換算調整額の占める割合21.29％よりも，②未実現有価証券評価損益の割合45.21％と③年金債
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務調整額の割合36.20％のウエートが高くなっていることが，その特徴として注目させられる。
　次の５年間の期中増減の数値をみると，①　外貨換算調整額の５年間通算合計は，△1,897
億円の赤字であり，その他の包括損益合計に占める割合は，△52.24％である。②　未実現有
価証券評価損益の５年間通算合計は，3,037億円の黒字であり，その他の包括損益合計に占め
る割合は83.64％である。③　年金債務調整額の５年間通算合計は，2,491億円の黒字であり，
その他の包括損益合計に占める割合は68.60％である。このように，次の５年間は，①外貨換
算調整額の占める割合△52.29％と比べて，②未実現有価証券評価損益の占める割合の黒字
83.64％と，③年金債務調整額の占める割合の黒字68.60％は異なっている。このことも注目に
値する。さらに，リーマン・ショック後の３年間では，①　外貨換算調整額の３年間通算合計
は△6,590億円の赤字であり，その他の包括損益合計に占める割合は△72.94％である。②　未
実現有価証券評価損益の３年間通算合計は△1,428億円の赤字であり，その他の包括損益合計
に占める割合は15.80％である。さらに，③　年金債務調整額は△1,017億円の赤字であり，そ
の他の包括損益合計に占める割合は，11.26％である。このように，あとの３年間は，①外貨
換算調整額の占める割合72.94％，②未実現有価証券評価損益の占める割合15.80％，③年金債
務調整額の占める割合11.26％となり，その前の５年間それと比べて，その他の包括損益に占
める割合比率が大きく異なってきている。この点にも，注目すべきものと思われる。
　次に，その他の包括損益の残高項目としての「その他の包括損益累計額」の内訳項目の数値
についてみると，
　まず，最初の６年間の期末残高の数値をみると，①　外貨換算調整額の各年度累計額の６年
間通算合計の数値は△16,896億円の赤字であり，それのその他の包括損益合計（期末残高）に
占める割合は139.75％であり，②　未実現有価証券評価損益の期末残高の６年間通算合計の数
値は9,297億円の黒字であり，その分のその他の包括損益合計（期末残高）に占める割合は
△76.99％の赤字である。③　年金債務調整額の期末残高の６年間通算合計は△4,491億円の赤
字であり，それのその他の包括損益合計（期末残高）に占める割合は37.15％であった。この
ように最初の６年間の期末残高ベースでは，①外貨換算調整額の占める割合139.75％であり，
②未実現有価証券評価損益の占める割合△76.90％の黒字であり，③年金債務調整額の占める
割合は37.15％であった。その特徴は未実現有価証券評価損益（期末残高）のみが，黒字業績
であり，その他の包括損益合計（期末残高）をその額だけ縮少させていることである。
　次の５年の期末残高の数値についてみると，①外貨換算調整額の５年間通算合計は，△
16,668億円の赤字であり，その分のその他の包括損益合計（期末残高）に占める割合は△
272.26％の赤字である。②未実現有価証券評価損益の５年間通算合計は23,021億円であり，そ
の分のその他の包括損益合計（期末残高）に占める割合は376.04％の大きさであり，③年金債
務調整額の５年間通算合計は△231億円の僅少の赤字であり，その分のその他の包括損益合計
（期末残高）に占める割合も小さく△3.78％の赤字であった。このように，次の５年間は，①
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外貨換算調整額の占める割合は△272.26％であり，②未実現有価証券評価損益の占める割合は
376.04の黒字であり，③年金債務調整額の占める割合は△3.78％であった。この５年間では，
①外貨換算調整額の△272.26％と，②未実現有価証券評価損益376.04％との格差が著しいこと
が注目され，またその差引相殺によって，その他の包括損益合計の数値が小さくなっている。
　さらに，リーマン・ショック後の３年間の数値をみると，①外貨換算調整額の３年間通算合
計は，△29,159億円の赤字であり，その他の包括損益合計（期末残高）に占める割合は94.08％
であり，②未実現有価証券評価損益の３年間通算合計は，3,804億円の黒字であり，その分の
その他の包括損益合計（期末残高）に占める割合は△12.27％の赤字であった。また③年金債
務調整額の３年間通算合計は，△5,638億円の赤字であり，その分のその他の包括損益合計（期
末残高）に占める割合は18.19％であった。このように，あとの３年間は，①外貨換算調整額
の占める割合94.08％，②未実現有価証券評価損益の占める割合△12.27％，③年金債務調整額
の占める割合18.19％となった。その前の５年間のそれと比べると，②未実現有価証券評価損
益の役割分担が大きく下っていることが目を引くものである。
　その他の包括損益の期中増減面について，その14年間分を通じて再考すると，特に注目した
いことは，②未実現有価証券評価損益の重要性であった。①外貨換算調整額がその性格上，損
失（赤字）計上の年度が多かったことに対して，②未実現有価証券評価損益の利益（黒字）の
次の５年間，その黒字の計上によって，その他の包括損益合計の数値を，大きく改善されたこ
とである。
　その他の包括損益の期末残高面についてみると，その14年間を通じて，②未実現有価証券評
価益は，最初の６年間通算，次の５年間通算，あとの３年間通算，共に利益（黒字）計上であ
り，その他の包括損益合計（期末残高面）の数値を改善するために寄与していると考えること
ができるであろう。これは，トヨタの財務管理面の優秀さによるものと，筆者には思われる。
(３) 　トヨタの「その他の包括損益累計額」，特に，その14年間の株主資本B/S期末残高に
おける役割とその特徴
　ここでは，その他の包括損益の期末残高ベースの「その他の包括損益累計額が，自己資本構
造上の株主資本B/S期末残高に対する割合をみることであり，その割合比率が低い程，自己資
本構造が健実なものと考えられる。トヨタのこの14年間のこの関連数値はすべて健全なものと
判断できるが，この14年間のその関連数値について，その各年度の数値が比較できるように整
理してみたものが，次の数値表であり，最初の６年間分と，あとの８年間分に分けている。
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〔平成10年３月期よりの６年間〕
（単位：億円）
（科　　目） 平成10年
３月期嬉
嬉平成11年
３月期嬉
嬉平成12年
３月期嬉
嬉平成13年
３月期嬉
嬉平成14年
３月期嬉
嬉平成15年
３月期嬉
嬉
株主資本（次の２項目加減前） 64,449 66,924 70,409 73,648 76,923 81,926
その他の包括損益累計額 ＋1,016 △ 341 △ 1,253 △ 2,825 △ 2,673 △ 6,043
自己株式 △ 16 △ 30 △ 35 △ 49 △ 1,609 △ 4,673
株主資本期末B/S残高 65,449 66,553 69,121 70,774 72,641 71,210
その他の包括損益累計額
＋1.55％ △0.51％ △1.81％ △3.99％ △3.68％ △8.49％
 株主資本期末B/S残高
〔平成16年３月期よりの８年間〕
（単位：億円）
（科　　目） 平成16年
３月期嬉
嬉平成17年
３月期嬉
嬉平成18年
３月期嬉
嬉平成19年
３月期嬉
嬉平成20年
３月期嬉
嬉平成21年
３月期嬉
嬉平成22年
３月期嬉
嬉平成23年
３月期嬉
嬉
株主資本
（次の２項目加減前）
92,185 102,250 113,521 126,593 132,697 124,299 124,669 127,385
その他の包括損益累計額 △ 2,046 △ 807 ＋4,373 ＋7,014 △ 2,412 △ 11,078 △ 8,468 △ 11,447
自己株式 △ 8,353 △ 10,993 △ 12,290 △ 15,246 △ 11,924 △ 12,609 △ 12,604 △ 12,614
株主資本期末B/S残高 81,786 90,450 105,604 118,361 118,695 100,612 103,597 103,324
その他の包括損益累計額
△2.50％ △0.89％ ＋4.14％ ＋5.93％ △2.03％ △11.01％ △8.17％ △11.08％
株主資本期末B/S残高
　上のその他の包括損益累計額の株主資本期末B/S残高の割合比率をみると，最初の６年間で
は，平成15年３月期の△8.49％を除き，あとの５年間は△４％以下の低い数値であり，次の８
年間でも，平成16年３月期，平成17年３月期，平成20年３月期の△2.50％以下の低い数値と，
高業績年度の平成18年３月期の＋4.14％，平成19年３月期＋5.93％は自己資本増加にプラスと
なっていた。しかし，リーマン・ショック以後の平成21年３月期，平成22年３月期，平成23年
３月期の比率は，△11.01％，△8.17％，△11.08％と若干高いマイナスの比率と変っている。し
かし，これらの比率は他企業と比べ高いものではない。この14年間のトヨタのこの割合比率は
自己資本構造の健全性を決して損うものではないと考えられる。
　自己資本構造の健全性に関連して，その他の包括損益累計額と，さらに「自己株式所有残高」
とを合せてみるべきだとの考え方も大切である。それは上の数表の自己株式の金額が，平成16
年３月期の8,353億円から平成17年３月期以降，その７年間，約11,000億円～約15,000億円の巨
大な金額になっていることが目を引くからである。しかし，残念ながら，本稿ではこの問題を
取り上げることができなかった。これは次に残されている筆者の考察すべき重要な課題である。
　以上のように，トヨタの14年間におけるその他の包括損益の変動推移をみてきたが，トヨタ
の優れた財務管理的な対応が良かったことによるものと考えることが，筆者の結論である。
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